
1．緒   言 

現在，搬送工程の多くで，工程の変化に柔軟に対応

可能な自律移動ロボットが利用されている．ここで，

問題となるのが搬送物の振動や荷崩れである．著者ら

は，既報(1)で車輪型移動ロボットによる液体タンク搬

送を対象とした制振搬送制御を行った．搬送時に発生

する液面振動を，2 軸回転式アクティブ吸振器により

液体タンクを傾斜させることで制振し，かつ，入力整

形法により設計した制振経路上を搬送させることで，

更に良好な制振性能が得られることを明らかにした．

しかし，旋回区間を多く含む複雑な搬送経路に対して

は，制振経路の修正作業が煩雑となり，実用的である

とは言えなかった．また，搬送物によっては，液面最

大振幅を制約条件として規定したい場合もあった． 

そこで，本研究では，入力整形法を適用した際に生

じる位置誤差を考慮し，複雑な搬送経路へも容易に対

応できる制振経路設計法を提案する．また，搬送時の

液面最大振幅を制約条件として与え，進行方向速度パ

ターンを設計することにより，制約条件を満足する搬

送が可能であることを示す． 

 

2．実験装置ならびにシステムモデル 

 本研究で使用する実験装置を図1に示す．移動ロボ

ット（搬送車）は2駆動輪，1操舵輪型である．2つの

DC サーボモータによって構成された 2 軸回転式アク

ティブ吸振器により，タンクは進行方向軸および車軸

方向軸回りにそれぞれ独立に傾けることができる．レ

ーザ変位計は，タンク後部ならびに右側部の液位変化

を測定する（図2参照）．これらの液位変化を，それぞ

れ進行方向の液位変化および車軸方向の液位変化と定

義する．タンクの傾斜角度は吸振器の各回転軸に取り

付けたロータリエンコーダによって測定される．円筒

型液体タンクの寸法は，内径 0.10m，高さ 0.30m であ
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Fig. 1 Experimental equipment 



Fig. 3 Temporary reference path 

X

Y

Fig. 4 Curvature transition section 

り，これに高さ0.10mまで水を注入する． 

 液面振動（スロッシング）を図2に示す球面振子型

モデルで近似し，このモデルを用いて吸振器の制御系

ならびに制振経路の設計を行う．スロッシングモデル

ならびにシステムモデルは既報(1)と同じであるため，

ここでは割愛する． 

 

3．制振制御系 

 旋回区間（円弧）を含む搬送経路に入力整形法(2)を

適用すると，必ず搬送到達点に誤差が生じる．既報(1)

では，単純な搬送経路であったので，直線区間長を調

整することにより補正を行っていた．しかし，多くの

円弧を含む複雑な搬送経路では，この補正作業が煩雑

となり，設計作業に多大な時間を要することになる．

そこで，予め与えた旋回区間の両端点を必ず通過する

制振経路の設計法を新たに提案する． 

 

 3・1 制振経路設計法  ここで制振経路の設計法

について説明する．搬送車の参照点をタンク中心とす

る．したがって，タンク中心が設計された経路上を移

動することになる．経路の基本的な設計手順は，1) 仮

の参照経路の設計，2) 曲率の遷移区間を含む参照経路

の設計，3) 手順2)の経路で発生する加速度への入力整

形法の適用である．時刻tにおけるロボットの位置（x，

y）と姿勢は，入力整形法の適用によって得られた進

行方向加速度x および向心加速度y から，それぞれ

式(1)と式(2)を用いて求められる． 
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であり， は経路の曲率，vは進行方向速度である． 

 

 3・1・1 仮の参照経路の設計  スタート地点，

ゴール地点，および通過点（旋回開始点と終了点）を

与え，仮の参照経路を図3で示されるように，直線と

円弧で設計する．ただし， 曲率半径 RAは移動ロボッ

トの最小旋回半径より十分大きくなければならない． 

 

 3・1・2 参照経路の設計  仮の参照経路では，

加減速区間，および曲率の遷移区間が考えられていな

い．そこで，加減速区間，および曲率の遷移区間を仮

の参照経路に加える．制振経路設計の簡単化のために，

加減速区間は直線区間のみに設定する．これは，進行

方向速度 v が，旋回区間において一定であることを意

味する．曲率遷移区間は図4に示すように，旋回区間

の始めと終わりの部分に挿入される．ここでeは旋回

Fig. 2 Pendulum-type sloshing model 



Fig. 5 Positional error caused by the input shaping method
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角度である．遷移区間は，曲率が線形に変化するクロ

ソイド曲線とする．図4に示すように，遷移区間での

遷移角度をtとする．各区間を滑らかに接続するため，

曲率が不連続にならないようにする．各旋回区間にお

ける旋回開始点と終了点の位置を変えずに，遷移区間

を挿入することができれば，経路設計が容易になる．

したがって，曲率半径 RBは RAより小さくなければな

らない．曲率半径 RB は式(4)より計算される（付録 A

参照）． 
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 3・1・3 入力整形法の適用による位置誤差  制

振経路は，参照経路に対して入力整形法を適用するこ

とによって設計される．しかし，図5で示すように，

入力整形法を適用すると，旋回終了点において位置誤

差が発生する．直線区間でも位置誤差が発生するが，

この位置誤差は直線区間の長さを調整することで容易

に解消することができる．これに対し，旋回区間で発

生する位置誤差を各旋回区間内に収めることは容易で

はない．なぜなら，旋回区間は2つ以上のクロソイド

曲線から成り，位置誤差を表す式が複雑になるからで

ある．このため，旋回区間における位置誤差の解消に

は，繰り返し計算による位置誤差算出と，煩雑な直線

区間長の調整作業が必要であった． 

 

 3・2 位置誤差の無い制振経路設計法  入力整形

法を適用することで発生する位置誤差は，その特性を

利用することで修正が容易になる．旋回区間における

位置誤差に関する2つの特性と，その特性を用いた位

置誤差を生じない制振経路設計法を以下に述べる． 

 

 3・2・1 遷移区間長に関する特徴  旋回区間に

入力整形法を適用し，遷移区間の有無によって旋回終

了位置がどのように変化するかを調べたものを図6に

示す．図中の○印は旋回終了位置を表している．同図

は，遷移区間の有無に関係なく，入力整形法適用後の

旋回終了位置は同じであることを示している（付録 B

参照）．すなわち，遷移区間を含む経路での入力整形法

適用後の旋回終了位置を，遷移区間の無い経路に入力

整形法を適用することで求められることを意味する．

遷移区間を含む経路に入力整形法を適用すると，旋回

終了位置を表す式はフレネル積分(4)を含む非常に複雑

なものになる．しかし，遷移区間の無い経路に入力整

形法を適用した場合は，三角関数のみで表されるため，

より簡単なものとなる． 

 

 3・2・2 旋回半径に関する特徴  旋回区間にお

ける入力整形法適用後の旋回終了地点の移動距離 Ax ，

Ay  は入力整形法適用前の移動距離 xA，yAと誤差x，
yを用いて式(5)で表される． 
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xはRAによって変化するため， Ax が望みの値となる

ように繰り返し計算によって RA を決定する必要があ

る．遷移区間の無い経路に入力整形法を適用し，旋回

半径 RA の変化によって旋回終了位置がどのように変

化するかを調べたものを図7に示す．同図より旋回半

径 RAが変化してもx およびy の変化は小さいことFig. 6 Designed paths for changes of transient sections 
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がわかる．曲率の遷移に要する時間が入力整形法にお

ける時間遅れTより大きい場合，入力整形法適用によ

る旋回終了位置のX方向，Y方向の誤差はそれぞれ式

(6)，(7)となる（付録C参照）． 
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 式(6)に，k=0.899，T=0.160[s]，v=0.5[m/s]を代入し，

旋回角度e=0～180[deg]に対して旋回半径RAを変化さ

せたものが図8である．同図は曲率の遷移に要する時

間がTより大きい範囲のみプロットしてある．旋回半

径が 0.3m 以上の場合，旋回半径RAの変化に伴う誤差

xの変化は微小である．これは，式(5)においてxを
定数として扱うことができることを意味する．これは

y についても同様である．この特性を利用すると，

繰り返し計算をすることなく旋回半径 RA を決定する

ことができる．この特性を利用するために，本研究で

はRA>0.3[m]のみを用いて経路設計を行う． 

 

 3・2・3 位置誤差の無い制振経路設計手順  位

置誤差の無い制振経路設計手順を以下にまとめる． 

(P1) 開始点と終了点，ならびに通過点を決定し，それ

らを直線と円弧で結ぶ仮の参照経路を作成する． 

(P2) 入力整形法適用後のX方向移動距離（入力整形法

適用前の移動距離＋x )と，仮の参照経路におけ

るX方向移動距離が一致するように，入力整形法

適用前の円弧の旋回半径RAを決定する． 

(P3) (P2)で作成した円弧に曲率遷移区間を挿入し，誤

差y 分だけ，各旋回開始位置をY 方向へ移動さ

せた参照経路を作成する． 

(P4) (P3)で作成した参照経路に入力整形法を適用し，

制振搬送経路を得る． 

 

 3・3 液面振動の振幅制限  搬送車の動作計画に

おいて，液面振動の最大振幅を決定するのは搬送車の

最大加速度である．進行方向においては，最大加減速

度を小さくすることによって，液面振動の最大振幅を

小さくすることができる．また，カーブ区間では，進

行方向速度を小さくすることで同様の効果が得られる．

一方，吸振器と経路設計を併用することで，高い制振

効果が得られる(1)．すなわち，それぞれを単独で使用

した場合に比べ，2 つの制振方法を併用することで，

同じ振幅制限下でも高速で搬送することが可能となる． 

吸振器を搭載した場合の液面振動の振幅は，最適サ

ーボ系(3)の制御ゲインや，搬送車の加速度の変化率な

どによって大きく異なる．そのため，最大振幅を解析

的に求めることは困難である．そこで，望みの振幅と

なるような最大加減速度および旋回時の進行方向速度

を，制振搬送シミュレーションを繰り返し実行するこ

とで決定する．これらは二分法(5) による探索で決定す

る．探索手順を以下に示す．なお，吸振器の制振制御

系は既報(1)と同一である． 

(Q1) 経路情報に基づいて制振経路を設計する．  

(Q2) 吸振器と制振経路を併用した制振搬送シミュレ

ーションを行い，各区間における液面最大振幅を

記録する． 

(Q3) 制約条件を満たしていない場合は，二分法により

最大加速度ならびに各旋回区間の進行方向速度

を再設定する． 

(Q4) 制約条件を満たすまで，(Q2)，(Q3)を繰り返す． Fig. 8 Position error x caused by shaping 
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Fig. 7 Designed paths for changes of turning radius
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4．搬送シミュレーションと実験結果 

 4・1 制振経路設計結果  まず，制振経路の設計

結果を示す．旋回区間のパラメータ値を表1に示す． 

同表では旋回角度θeiを全て /2 rad または rad とし

たが，これは任意の値に設定することができる．直進

区間の長さはそれぞれL1,…,4 = 2.3，0.8，0.8，0.7 [m]，

最大進行方向速度 vは0.6 m/s，最大進行方向加減速度 

は±1.0 m/s2とした．設計した制振経路を図9に示す．

位置誤差修正を行ったことにより，制振経路はすべて

の通過点（旋回開始点と終了点）を通っている．また，

直線区間と旋回区間を完全に独立して扱うことができ

(a) Displacement of liquid level hx 
in running direction 

(b) Displacement of liquid level hy 
in centripetal direction 

 
Fig. 12 Simulation results of damping transfer
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Fig. 10 Velocity of carrier 
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(a) Displacement of liquid level hx 
in running direction 

(b) Displacement of liquid level hy 
in centripetal direction 

 
Fig. 11 Container transfer with trapezoidal velocity 

pattern and nonuse of vibration reducer 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

D
is

pl
ac

em
en

t o
f 

li
qu

id
 le

ve
l [

m
m

]

Time [s]

 Simulation
 Experiment

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

D
is

pl
ac

em
en

t o
f 

li
qu

id
 le

ve
l [

m
m

]
Time [s]

 Simulation
 Experiment

Table 1 Values of parameters of curve section 

i RAi [m] θei [rad] θti [rad] Turning direction 

1 0.5  /25 Counterclockwise

2 0.4  /15 Clockwise 

3 0.4  /10 Counterclockwise

 
Table 2 Values of parameters of velocity 

 Damping path 
Damping path + 
Vibration reducer 

xmax [m / s 2] 0.53 0.75 
v 1 [m / s] 0.51 0.60 
v 2 [m / s] 0.46 0.52 
v 3 [m / s] 0.40 0.47 

Fig. 9 Designed damping path 
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るので，経路の修正を容易に行うことができる． 

 

 4・2 制約条件の付加  図9に示した経路におい

て，経路設計のみで制振する場合と，経路設計と吸振

器を併用する場合の2通りにおいて，制約条件の付加

を行った．制約条件は，「液面最大振幅が3 mm以下」

である．搬送車の速度追従性能の観点から加速度およ

び速度の探索精度をそれぞれ，0.01 m/s2，0.01 m/sとし

た．繰り返し計算によって求めた進行方向最大加減速

度xmax，および各旋回区間における進行方向速度vを表

2 に示す．この結果を元に作成した速度パターンを図

10に示す．図中の細線は吸振器と制振経路設計を使用

し制約条件を付加しない場合，破線は吸振器を使用せ

ずに制振経路設計のみで制約条件を付加した場合，太

線は制振経路設計と吸振器を併用し制約条件を付加し

た場合の結果を表している．制約条件を付加した場合

は，加減速が緩やかになり，旋回区間では減速を行っ

ている．2 つの制振方法を併用して制約条件を付加し

た場合は，経路設計のみで制約条件を付加する場合に

比べて速度低下が小さい．その結果，経路設計のみで

制約条件を満たす場合より，吸振器を併用した場合の

搬送時間の方が約10%短くなっている．制約条件が厳

しく，旋回区間が多くなるほど両者の搬送時間の差は

大きくなる．なお，探索には，Intel Core2Duo 2.0 GHz 

CPU，2GB メモリの PC を使用し，探索に要した時間

は約20秒であった． 

 

 4・3 搬送シミュレーション結果  制振搬送結果

との比較のため，吸振器を動作させず，台形速度パタ

ーンで液体タンクを図9に示した経路で搬送した．そ

(a) Angle of container in running direction 

(b) Angle of container in centripetal direction 
 

Fig. 13 Simulation result of damping transfer 
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(a) Displacement of liquid level hx 
in running direction 

(b) Displacement of liquid level hy 
in centripetal direction 

 

Fig. 14 Experimental results of damping transfer
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(a) Angle of container in running direction 

(b) Angle of container in centripetal direction 
 

Fig. 15 Experimental results of damping transfer
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の時の液位変化の様子を図11に示す．なお，加減速度

1.0m/s2，搬送速度0.6m/sである．シミュレーションな

らびに実験結果とも，液面が大きく振動している． 

図9に示した経路における搬送制御シミュレーショ

ン結果を図12，13に示す．図12は，進行方向ならび

に車軸方向の液位変化を示したものである．図中の線

種は，図10と対応している．制約条件を付加しない場

合は，加減速時，および第 2，第 3 旋回区間で制約条

件を超えて液面が振動している．これに対し，制約条

件を付加したときは，経路設計のみで制振する場合，

吸振器と経路設計を併用する場合，共に液面の振動が

制約条件内に収まっている．図13はこのときのタンク

角度の時間変化を示したものである．制約条件を付加

しない場合は，タンクの最大振れ角は±0.12 rad 程で

ある．これに対して，制約条件を付加した場合は±0.1 

rad と小さくなった．これは進行方向ならびに車軸方

向加速度の最大値が小さくなったため，タンクを大き

く傾ける必要が無くなったからである． 

 図 11のシミュレーション結果と図 12を比較するこ

とにより，提案手法によって液面振動の最大振幅が抑

えられ，かつ，残留振動がほぼ無くなることが分かる． 

 

 4・4 搬送実験結果  シミュレーションと同条件

で搬送制御実験を行った．その結果を図14，15に示す．

シミュレーション結果と同様に，液面の残留振動を良

好に抑制できることを確認した．また，第 2，第 3 旋

回区間に於けるタンク角度の変化も小さくなっている．

液面振動はシミュレーション結果に比べ，若干振動的

になっている．これは，走行路面の凹凸や高次モード

スロッシングの影響であると考えられる．路面の凹凸

に起因するスロッシングを制振するには，液面中心に

加わる加速度を加速度センサにより検出し，この値を

吸振器制御系にフィードバックする必要がある．また，

高次モードまでを表現したスロッシングモデルを導入

することで，さらなる制振性能が得られるものと思わ

れる． 

 図 14と図 11 の実験結果とを比較すると，液面の最

大振幅ならびに残留振動の振幅値を低く抑えており，

本提案手法の有効性を確認することができる． 

 

5. 結   言 

 本研究では，吸振器を搭載した搬送車による液体タ

ンクの制振搬送を行った．旋回区間が多い複雑な搬送

経路にも十分対応可能な制振経路設計法を提案した．

さらに，吸振器と制振経路設計を併用した場合におい

て，液面最大振幅を制約条件とした制振制御方法も示

した．本提案手法の有効性をシミュレーションならび

に実験において確認した．搬送物の振幅に制約を付け

ることにより，様々な搬送対象や搬送工程に対応させ

ることができる．またタンク角度に制約を付加するこ

とも同様に可能であり，搬送機器の性能に合わせた制

振搬送を実現することができる． 

 搬送台（搬送物）を傾斜させる本手法は，水平面上

のみではなく，斜面上の搬送制御への対応が可能であ

り，実用的な手法であると言える． 

 

付録A 式(4)の導出方法 

 遷移区間を持つ旋回区間の詳細図を図 A-1 に示す．

旋回区間は，曲率一定の円弧区間 PⅡ-PⅢ，曲率遷移区

間 PⅠ-PⅡおよび PⅢ-PⅣで構成される．遷移区間で曲率

は線形に変化する．搬送車が滑らかに走行するために

は，点PⅠ，PⅡ，PⅢおよびPⅣで，曲率が不連続になっ

てはならない．また，参照経路の旋回終了位置および

姿勢が，仮の参照経路の旋回終了位置および姿勢と一

致しなければならない．これらの条件を満たす参照経

路の旋回半径 RB と曲率遷移区間の曲率の変化率 kを

求める． 

 仮の参照経路において，ある旋回区間の旋回終了位

置（xA，yA）は，旋回中心を原点として，次式で表さ

れる． 
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つぎに，各区間のX 方向，Y 方向それぞれの移動距離

について考える． 

X

Y

Fig. A-1 Curved path with transition section 



［区間PⅠ-PⅡ］ 

進行方向の移動速度を v としたとき，この区間にお

けるX 方向，Y 方向それぞれの移動距離は次式のフレ

ネル積分で表される． 
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ここで，tT は曲率が遷移するのに要する時間，kは曲

率の変化率である．すなわち，曲率は(t)=ktとなる．

点PⅡでロボットの姿勢がtとなるためには 

である．フレネル積分は解析が難しいため，これを式

(A-3)の多項式で近似する(4)． 
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(A-3)

 

 

曲率一定の円弧区間 PⅡ-PⅢにおける旋回半径 RB は

RB=1/ (tT)=1/ktTとなる． 

［区間PⅡ-PⅢ］ 

 円弧区間におけるX 方向，Y 方向それぞれの移動距

離は次式で表される． 
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［区間PⅢ-PⅣ］ 

この区間における移動距離は，PⅠ-PⅡ区間での移動

距離を用いて次式で表される． 
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 これら3つの移動距離を合算したものが，参照経路

における移動距離となり，次式で表される． 
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遷移区間追加前の移動距離と，追加後の移動距離が一

致するためには 

 

  








AB

AB

yy

xx        (A-7) 

 

となることが必要である．式(A-7)に式(A-1)～(A-6)を

代入し，kと tTについて解く（ここでは，Mathematica

を用いた）．得られた kと tT，RB=1/ktTより，旋回半径

RBを求めると式(4)が得られる． 

 

付録B 遷移区間長に関する特徴 

 遷移区間長を変えた場合，入力整形法適用後の旋回

終了位置がどの程度変わるかを調べた．旋回終了角度

e＝/2 [rad]，旋回半径RA＝0.2～0.7 [m]において，遷

移角度tを 0rad から/4 rad まで変化させたときの X

方向移動量x'A（図C-1参照）を図B-1(a)に示す．また

旋回半径 RA＝0.5[m]，旋回終了角度e＝/8～ [rad]
において，遷移角度tを0からe /2まで変化させたと

きのX方向移動量x'A を図B-1(b)に示す． RA＝0.2～0.7 

[m]，e＝/8～[rad]の範囲において，tの変化に伴

う差異は最大でも0.7%であった．実際の経路設計にお

いて，t はe  /3 以下の値を用いるため，この差異は

更に小さくなり無視することができる．よって，入力

整形法適用後の旋回終了位置は，遷移角度によらず，

t
tT

dtv  0  

Fig. B-1  Movement in X-direction 

(b) RA =0.5[m], e=/8～[rad] 

(a) e =/2 [rad], RA=0.2～0.7 [m] 
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Fig. C-1 Calculation of positional error 

X

Y

一定とみなすことができる．なお，Y方向移動量y'A に

ついても同様の結果が得られた． 

 

付録C 式(6)，(7)の導出方法 

 入力整形法適用による位置誤差は 3.2.1 項で述べた

特性より，遷移区間の無い経路，すなわち円弧経路に

入力整形法を適用することを考えればよい．円弧経路

に入力整形法を適用すると，経路は3つの円弧から構

成される（図 C-1 参照）．ここで，，は式(C-1)で

求められる． 
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 各区間のX方向，Y方向それぞれの移動距離につい

て考える． 

［区間Pⅰ-Pⅱ］ 
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［区間Pⅱ-Pⅲ］ 
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［区間Pⅲ-Pⅳ］ 
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 これらを用い，入力整形法適用後の移動距離が次式

で表される． 
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入力整形法適用前の旋回による移動距離は式(A-1)で

あるので，入力整形法適用による位置誤差は次式とな

る． 
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          (C-6) 

 

式(B-6)に，式(A-1)，式(C-1)～(C-5)を代入して整理す

ると，式(6)，(7)が求まる． 
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